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歳入総額
  271 億
 9,151万円

歳入総額
  271 億
 9,151万円

自
主
財

源

依
存
財

源

市　税
130億4,077万円
（48.0%）

地方消費税交付金・
地方特例交付金・
地方交付税など
21億8,849万円
（8.1%）

国・県支出金
63億2,725万円（23.3%）

国有提供施設等
所在市町村助成交付金等
11億5,028万円
（4.2%）

市債
15億8,590万円
（5.8%）

地方譲与税
1億9,987万円
（0.7%）
使用料及び手数料
1億5,052万円（0.6%）

分担金及び負担金
1億7,575万円（0.6%）

繰越金
8億5,186万円（3.1%）

財産収入・寄付金・
繰入金・諸収入
15億2,082万円（5.6%）

歳出歳出
259 億259 億
1,951,950万円万円

歳出総額
  259 億
 1,950万円

民　生　費
83億1,089万円
（32.1%）

そ　の　他
11億752万円
　　　（4.2%）

消　防　費
10億4,477万円
（4.0%）

衛　生　費
21億4,190万円
（8.3%）

公　債　費
17億8,852万円
（6.9%）

総務費
28億3,364万円
（10.9%）

土木費
45億3,338万円
（17.5%）教育費

41億5,888万円
（16.1%）

（57.9%）（42.1%）

一般会計決算歳入・歳出の状況

平成22年度各会計の決算規模

　

問　

原
子
力
発
電
所
の
事
故
や

計
画
停
電
を
受
け
、
原
子
力
以
外

で
自
家
発
電
し
た
余
剰
電
力
を
電

力
会
社
の
送
電
線
を
介
し
て
供
給

す
る
特
定
規
模
電
気
事
業
者
（
Ｐ

Ｐ
Ｓ
）
へ
の
注
目
度
が
増
し
て
い

る
。
立
川
市
で
は
、
競
輪
場
の
電

気
契
約
を
Ｐ
Ｐ
Ｓ
に
変
更
し
た
と

こ
ろ
、前
年
度
に
比
べ
、約
３
割
電

気
料
金
を
削
減
で
き
た
と
の
こ
と

で
あ
る
が
、
市
は
ど
う
認
識
し
て

い
る
か
。ま
た
、対
象
と
な
り
得
る

公
共
施
設
は
、い
く
つ
あ
る
の
か
。

導
入
に
当
た
っ
て
初
期
経
費
が
か

か
ら
な
い
、
い
わ
ゆ
る
ゼ
ロ
予
算

事
業
で
電
気
料
金
が
削
減
で
き
る

こ
と
は
、
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
で
あ

る
。
早
期
に
Ｐ
Ｐ
Ｓ
へ
契
約
を
変

更
す
べ
き
と
思
う
が
ど
う
か
。

　

答　

Ｐ
Ｐ
Ｓ
に
よ
る
電
気
供
給

は
、
契
約
電
力
が
50
キ
ロ
ワ
ッ
ト

以
上
の
事
業
所
で
導
入
可
能
な
制

度
で
、
経
済
効
果
が
期
待
で
き
る

こ
と
は
承
知
し
て
い
る
。
本
市
で

は
、市
庁
舎
や
小･

中
学
校
な
ど
22

施
設
が
対
象
と
な
る
。
経
費
削
減

に
つ
な
が
る
の
で
あ
れ
ば
、
早
期

導
入
に
向
け
た
検
討
が
必
要
と
考

え
て
い
る
。し
か
し
、東
日
本
大
震

災
以
降
、
Ｐ
Ｐ
Ｓ
へ
の
需
要
が
高

ま
り
、
新
規
受
け
付
け
を
行
わ
な

い
Ｐ
Ｐ
Ｓ
も
出
て
き
て
い
る
こ
と

か
ら
、
早
期
の
導
入
は
難
し
い
と

予
想
さ
れ
る
。
最
小
の
経
費
で
最

大
の
効
果
を
目
指
す
こ
と
が
行
政

の
基
本
で
あ
り
、
導
入
が
可
能
に

な
れ
ば
検
討
し
て
い
く
。

（
ほ
か
に
「
我
が
ま
ち
の
防
災
計

画
の
見
直
し
と
安
心
安
全
の
ま
ち

づ
く
り
に
つ
い
て
」
を
質
問
）

　

公
明
党　
　
　

井
上　

賢
二　

市の鳥「かわせみ」

市
政
に
対
す
る

市
政
に
対
す
る

　
　

一
般
質
問

　
　

一
般
質
問

市
政
に
対
す
る

市
政
に
対
す
る

　
　

一
般
質
問

　
　

一
般
質
問

　

一
般
質
問
は
、
提
出
さ
れ
た
議
案
に
か
か
わ
ら
ず
、
市
政
全
般
に
対

し
て
、
議
員
が
執
行
者
の
考
え
方
を
た
だ
す
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
す
。

　

９
月
定
例
会
で
は
、
９
月
20
日
・
21
日
の
本
会
議
で
17
人
の
議
員
か

ら
質
問
が
行
わ
れ
、
論
議
が
繰
り
広
げ
ら
れ
ま
し
た
。
以
下
は
質
問
・

答
弁
の
概
要
で
す
（
掲
載
は
質
問
順
、
６
ペ
ー
ジ
ま
で
続
き
ま
す
）。

　
改
革
フ
ォ
ー
ラ
ム　

安
藤
多
恵
子

　

問　

本
市
に
は
、学
校
、文
化
会

館
、
ス
ポ
ー
ツ
公
園
な
ど
豊
富
な

社
会
資
源
が
あ
る
。
し
か
し
、
こ

れ
ら
の
箱
物
は
、
今
後
の
維
持
管

理
の
面
で
は
、
大
き
な
負
担
が
強

い
ら
れ
る
。
後
世
に
つ
け
を
残
さ

な
い
た
め
に
も
「
施
設
白
書
」
を

作
成
し
、人
口
動
態
や
財
政
状
況
、

建
て
替
え
や
改
修
費
用
な
ど
、
さ

ま
ざ
ま
な
視
点
か
ら
公
共
施
設
の

在
り
方
を
検
討
し
な
い
か
。ま
た
、

公
民
館
や
地
区
セ
ン
タ
ー
で
は
、

登
録
団
体
の
う
ち
約
９
割
が
利
用

料
免
除
団
体
で
あ
る
。
さ
ら
に
ス

ポ
ー
ツ
公
園
の
使
用
料
は
他
市
に

比
べ
、
安
価
す
ぎ
る
と
の
意
見
も

聞
く
。
現
状
の
使
用
料
な
ど
は
適

正
と
考
え
て
い
る
の
か
。

　

答　

本
市
は
、
人
口
増
加
や
社

会
環
境
の
変
化
に
対
応
す
る
た

め
、昭
和
50
年
代
か
ら
小･

中
学
校

や
社
会
教
育
施
設
な
ど
を
整
備
し

て
き
た
。
そ
の
多
く
が
す
で
に
30

年
以
上
経
過
し
て
お
り
、
今
後
、

改
修
な
ど
が
集
中
す
る
と
予
測
し

て
い
る
。対
策
と
し
て
、施
設
の
役

割
や
機
能
の
見
直
し
を
含
め
た
、

公
共
施
設
適
正
配
置
計
画
の
策
定

を
進
め
て
い
る
。
公
民
館
や
ス
ポ

ー
ツ
施
設
の
使
用
料
な
ど
は
、
今

年
度
、庁
内
検
討
会
を
設
置
し
、使

用
料
や
減
免
の
在
り
方
の
検
討
を

進
め
る
。
平
成
24
年
度
末
ま
で
に

指
針
を
策
定
し
、
25
年
度
に
は
、

使
用
料
を
改
定
し
て
い
き
た
い
。

（
ほ
か
に
「
こ
ど
も
議
会
等
の
開

催
に
よ
り
市
政
へ
の
参
加
意
識
を

高
め
な
い
か
」「
市
民
の
意
見
を

い
っ
そ
う
市
政
に
反
映
で
き
る
し

く
み
づ
く
り
を
」
を
質
問
）

会　 計 　名
歳　入 歳　出

決算額 伸　率 決算額 伸　率

一　般　会　計 271億9,151万円 2.3％ 259億1,950万円 0.8％

特
別
会
計

国民健康保険事業 89億2,420万円 4.2％ 88億5,420万円 3.6％

老人保健医療事業 18万円 △ 99.6％ 18万円 △ 99.6％

下 水 道 事 業 30億6,124万円 △ 23.5％ 30億5,124万円 △ 23.5％

深谷中央特定土地
区 画 整 理 事 業

8億1,000万円 △ 12.3％ 8億円 △ 12.4％

介 護 保 険 事 業 28億6,617万円 7.5％ 28億4,178万円 7.9％

後期高齢者医療事業 5億4,342万円 6.4％ 5億4,029万円 6.9％

計 162億4,521万円 △ 3.0％ 160億8,769万円 △ 3.3％

合             計 433億9,672万円 0.3％ 420億8,719万円 △ 0.8％

後世につけを残さ
ない公共施設の在
り方を考えないか

特
定
規
模
電
気
事
業
者
と
契
約

し
電
気
料
金
を
削
減
し
な
い
か


